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大間原発の新基準地震動Ｓｓ６５０ガル
従来と同様の手法によって策定された
小出しに引き上げられているだけ
抜本的な考え方の見直しはされていない

① 活断層評価の誤り
北方海域活断層の指摘を無視

② 地震動評価
既往地震の平均像を基礎としている
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本日の結論



（平成18年新耐震指針）

「施設の耐震設計において基準とする地

震動で、敷地周辺の地質・地質構造並び
に地震活動性等の地震学および地震工
学的見地から、施設の供用期間中に極め
てまれではあるが発生する可能性があり
、施設に大きな影響を与えるおそれがあ
ると想定することが適切な地震動」
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基準地震動Ｓｓとは
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原発の基準地震動

原発サイトにおけ
る地震動

地震動

各地点での大地
の揺れ（ガル）

地震

地下の岩石破壊

マグニチュード（Ｍ）

石橋克彦(1997）
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電源開発プレスリリース ２０１４年１２月１６日

従前は４５０ガル
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原発耐震設計の手法の概説

基準地震動は、原発
の耐震安全性の要
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断層モデルを用いた手法

→様々なパラメータを組み

合わせて、地震動を表
現する

地震モーメント

応力降下量

アスペリティの面積

短周期レベルＡ



9

電源開発プレスリリース ２０１４年１２月１６日

従前は４５０ガル
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大間北方海域の巨大活断層の無視

大間原子力発電所
の北側近海海域

巨大な海底活断層
が存在する可能性が
指摘されている。
→この活断層は，耐

震設計上，全く考慮
されてこなかった。
→今回も無視
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大間北方海域断層による地震動評価

断層面積 約300㎢
地震モーメント 5.01×1025 dyne‐cm

平均応力降下量 2.35MPa

アスペリティの面積比 16％
アスペリティの応力降下量 15.5MPa

断層面積 1045㎢
地震モーメント 5.18×1026 dyne‐cm 

平均応力降下量 3.7MPa 

アスペリティの面積比 22(16)（11）％
アスペリティの応力降下量 17(23.1) （33.6）Mpa

★ただし、この地震モーメントは平均像。
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震源断層面と地震モーメントのスケーリング則



従来と同様の手法によって策定された基準
地震動では、これを超える地震動が発生する
危険がある。

４つの原発に５回にわたり想定した基準地震
動を超える地震が平成１７年以後１０年足らず
の間に到来しているという事実を重視すべきで
ある。これは、地震という自然の前における人
間の能力の限界を示すもの。

基準地震動を超える地震が大飯原発に到来
しないというのは、根拠のない楽観的見通しで
ある。 13

大飯 福井地裁判決 2014年5月21日



「基準地震動は計算で出た一番大き
い揺れの値のように思われることが
あるが、そうではない。（四電が原子
力規制委員会に提出した）資料を見
る限り、５７０ガルじゃないといけない
という根拠はなく、もうちょっと大きくて
もいい。・・・（応力降下量は）評価に
最も影響を与える値で、（四電が不確
かさを考慮して）１．５倍にしているが、
これに明確な根拠はない。５７０ガル
はあくまで目安値。私は科学的な式
を使って計算方法を提案してきたが、
これは地震の平均像を求めるもの。
平均からずれた地震はいくらでもあり、
観測そのものが間違っていることもあ
る。基準地震動はできるだけ余裕を
持って決めた方が安心だが、それは
経営判断だ。」

地震動想定の第一人者入倉孝次郎氏
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地震モーメントを活断層の長さか
ら予測する場合、過小評価となる
可能性があり注意が必要である。
予測には、震源断層の長さ（ある
いは面積）と地震モーメントとの関
係式が使われるが、地震発生前
に使用できるのは活断層の情報
であって、震源断層のものではな
い。地震モーメントは断層モデル
の基本物理量であり、その予測値
は、将来発生する地震の揺れや
津波の高さなどの予測に使われる
ことが多い。このため地震モーメン
トの過小予測は、災害の過小想定
につながりかねない。

元原子力規制委員会委員島崎邦彦氏

15



「実際の地震では(計算による)平
均値の2倍以上強い揺れが全体
の7%程度あり、3倍、4倍の揺れさ
えも観測されている」
「平均から離れた強い揺れも考慮
すべきだ」
「基準地震動の具体的な算出ルー
ルは時間切れで作れず、どこまで
厳しく規制するかは裁量次第にな
った。揺れの計算は専門性が高い
ので、規制側は対等に議論できず
、甘くなりがちだ」
「今の基準地震動の値は一般に、
平均的な値の１．６倍程度。実際
の揺れの8~9 割はそれ以下で収
まるが、残りの1~2 割は超えるだ
ろう。」

新規制基準の策定に関わった藤原広行氏
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東北地方太平沖地震

現に発生し観測された地震ですら、見解は大きく
分かれている。まして将来発生する地震の予測に
は、大きな誤差がある。
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想定を超える地震が襲った場合
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大地震の危険に晒された大間原子力発電所

地震は、その規模によっては原子力発電所に甚
大、深刻な被害を与え、重大事故に繋がる危険性
は否定できない。

一旦重大事故が発生した場合は、大間町周辺だ
けでなく、原告函館市及び道南に居住する多くの
住民らが計り知れない損害を被る。

それどころか、事故の規模によっては日本全土に
甚大な被害が及ぶものである。

本件原子炉設置許可処分は直ちに取り消される
べきであり、かつ、大間原発の諸施設の建設は直
ちに差し止められるべきである。


